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論 文 内 容 の 要 旨 
本論文の課題は、近世において灯明用として必需品であった油（菜種・綿実油）と原料の種物の生
産・流通構造を、泉州という具体的な場（＝産地）において、油の生産の担い手である絞油屋が取り
結ぶ社会関係に集約する形で解明すること、そして幕府の流通統制と、そのもとで展開する社会的実
態とを統一的に把握することである。 
序章では、研究史の問題点を指摘し、分析視角を提示した。幕府が強い関心を寄せた油の生産と流
通の問題は、1960 年代の幕藩制市場構造論で活発に取り上げられたが、それは政策論に偏重し、社
会的実態を十分踏まえていなかった。こうした問題点を克服するために、本論文では 1980年代以降
に蓄積されてきた都市社会史研究、身分的周縁研究、流通論・仲間論の成果と方法論に学び、近世社
会において個人と国家・社会全体を媒介する集団の位相に視座を据えて、幕府の統制政策―油方仕法
―のもとで秩序づけられる社会関係の総体を把握すべきことを提起した。 
対象とするフィールドは、畿内における種物生産地帯を背景に絞油業が発展し、巨大消費地・江戸
への油の供給地として流通拠点となる大坂と、18 世紀後期に油の産地として絞油業が公認される泉
州である。その中でも泉郡の山方に位置する池田下村の水車絞油屋・佐五平家を社会関係分析の定点
に据え、佐五平が取り結ぶ複合的な社会関係から全体を見通す方法をとった。それを踏まえて、これ
らの地域における社会的実態と油方仕法の統制の枠組みを相互に突き合わせる〈法と社会〉の視角か
らの統一的把握を目指した。 
本論文は 3 部構成とし、各部に 2 章ずつ合計 6 章と、補論 3 点を収めた。以下、本論文の構成を
紹介するとともに、各部および各章の具体的な課題と位置づけを述べる。 
第Ⅰ部「大坂における流通と市場統制の変遷」では、大坂における幕府の統制政策の展開を、種物
に重点を置きながら 18世紀初頭～19世紀前期までのスパンで見通すとともに、これらの制度的改変
をうけた油・種物流通の担い手の動向を明らかにした。こうして先行研究では「大坂における油市場
の絶対的優位を法的に保障」したとされる明和 7年令の政策的意義の再検討を行った。 
第一章「都市大坂における種物流通と市場統制の変遷」では、先行研究が後年の市場調査書に依拠
して描いた〈大坂油・種物市場が特権化されていく過程〉を、種物問屋仲間の動向に軸を据えて見直
すとともに、大坂で流通を担う諸集団にとっての「公認」の意味を問い直した。明和 7 年令とそれ
に伴う諸集団の株仲間化は、急激な流通構造の再編・既得権の剥奪を伴うものであったことを明らか
にし、従来特権付与の象徴とされてきた冥加金上納は、必ずしも株仲間化に付随せず、特権付与に直
結しないことを指摘した。また、株仲間化に伴い種物集荷の独占権を喪失した大坂種物問屋は廻着種
物の「改め」の御用を担い、この御用を名目に、〈産地荷主―外問屋・船宿などの新勢力―絞油屋〉の
掌握に動き出すことを明らかにした。第二章「油の流通構造にみる「法と社会」―池田谷を起点と
して―」では、佐五平の経営を窓口に、明和 7年令によって大坂への油の出荷・小売油の買戻しを強
制されたことで、既存の流通構造がどのような再編をうけるのか、〈大坂―堺―泉州山方〉で結ばれる
取引関係の実態的内実はどうなっているのかを明らかにした。従来大坂・江戸との取引を媒介した問
屋としての内実を持つ堺寄油屋は、明和期の一連の政策で大坂出油屋の荷次として包摂されるが、実
際の取引は寄油屋の問屋業務によって成り立っていたことを明らかにした。また、佐五平と出油屋・
仲買の取引関係が固定化・人格化した 19世紀前期には、仲買からの買取りノルマを出油屋に転売す
る「融通」がみられたことも指摘した。以上から、法的枠組みは諸集団の利害追求の根拠となり、取
引関係のありようを強く規定する絶対的要素ではあるが、実態レベルでは緊張関係をはらみつつも当
事者間の一定の「合理化」（＝法と社会的実態のズレの穴埋め）がみられたのである。補論「天保三
年の油方仕法改正について」では天保 3年令の逐条解釈を行い、改正仕法の意図を確認した。天保 3
年令は、大坂周辺の市場を江戸油市場に直結させて油の廻着促進を図り、そのために在方における種
物取引を効率化し、国々における小売油の生産を認めるという、明和７年令下の流通体制の合理化を
はかるものであった。同時に、明和 7年に株仲間化された諸集団に対して冥加金の免除が行われた。
このことは従来、幕府官僚が強く意識した「大坂油市場の特権の削減」のみを意図するとされていた
が、実際には負担軽減の側面もあったことを指摘した。 
第Ⅱ部「池田下村における水車絞油業の展開」では、池田下村（槙尾川中流域の周辺村も含め）に
おいて水車絞油業が定着する過程と、個の経営―イエ―村の位相に即して所有と経営を具体的に明ら
かにした。 
 第一章「池田下村における水車絞油株の所有と経営」では、明和 7 年以前に領主一橋家によって
水車の設置・稼働の公認を得たことから、株仲間化に際しては、〈株は大坂町奉行から―運上は一橋
家へ〉という特殊な性格を帯びた一橋領水車の所有と経営の実態を明らかにした。①一橋家が絞油屋
経営の内実を問わず運上を課したことで一橋領水車の経営は強い規定を受けたこと、②株の構成要素
として重要な位置を占めたのは、居所・業態に即した種物集荷の権限＝御印札であること、③水車は
頻繁に売買されるが、池田下村では願成の年寄・佐右衛門の一統が集積し、経営が傾くとイエの手厚
い助成とともに村役人＝村方銀主の融通が行われたこと、④売買の進展に伴い経営を代行する代稼ぎ
が定着したが無株人の一類型である代稼ぎは絞油屋仲間の下位に編成されたこと、を明らかにした。
第二章「天保期における門林家一統と佐五兵衛家」では、①佐右衛門の経済的成長と並行した水車の
集積とイエの秩序の形成過程を確認し、②天保期の佐五平の経営危機への対応から、経営をとりまく
イエと村、絞油屋仲間との関係を明らかにした。補論「山の開発の展開と水車の設置」では、池田下
村における山の開発の展開に伴い水車が設置される過程を、地域の用水秩序との関係も視野に入れな
がら描き、それが当初の開発者である地域の社会的権力から佐右衛門へと集積される様相を明らかに
した。 
第Ⅲ部「泉州における種物の流通構造」では、泉州絞油屋仲間の位相に視点を移し、種物の流通構
造を明らかにした。第一章「近世和泉における種物の流通構造―絞油屋仲間と「無株人」の関係分析を
中心に―」では、①公認された絞油屋仲間が種物流通統制の担い手としての「御用」を担い、内外を
規律する仲間法を整備する過程を概観し、②仲間の論理と個の経営体としての利潤追求による自己矛
盾を抱えながら小買商人・生産者百姓との間で取り結ばれる取引関係の展開を追った。第二章「近世
中後期、岸和田藩領の綿実流通をめぐって」では、株仲間化による公認をうけた水車絞油屋が岸和田
藩領の綿実をめぐって展開させる集荷競争を素材に、綿実の流通構造の一端を復元した。また大坂町
奉行による油方支配と岸和田藩の綿実流通統制との関係を浮き彫りにし、Ⅱ部一章やⅢ部一章で明ら
かにした一橋家との比較類型化を行った。 
補論「近世和泉における水車絞油屋の経営と地域社会―池田下村を中心に―」は、Ⅰ～Ⅲ部の総括
として、佐五平の経営に集約した論じ直しを試みたものである。泉州在方における自生的な取引関係
を、ⅰ経営を支えるイエ―集落―村を基盤とした生活諸関係、ⅱ絞油屋仲間の結合とそれを支える固
有の論理、ⅲ地域の百姓との間で取り結ばれる種物⇄油・油粕の交換関係の広がり、ⅳ隔地間流通の
担い手との取引関係 として把握し、明和 7 年の株仲間化が地域にもたらした再編・統合の動きを
位置づけた。 
法令の分析は第Ⅰ部で包括的に行ったため、Ⅰ部はⅡ・Ⅲ部の前提でもある。Ⅱ部で解明した、①
池田下村の水車絞油屋に即した自生的展開のありようと、②「水車絞油株」の性格、③個の経営をめ
ぐる社会的関係は、Ⅲ部でみる株仲間化を経た絞油屋仲間の構成員の具体的なあり様を押さえる意味
をもったが、逆に、Ⅲ部でみた絞油屋仲間固有の論理は、佐五平個人が自らの利害を主張する際の拠
り所とするものでもあった。これら全ての部を通して〈法と社会〉の突き合わせを意識した論点を、
終章では、以下の 4点にまとめた。 
①池田下村における水車絞油屋について 
池田下村の村落構造分析を前提に、18世紀後半～19世紀に急成長を遂げる社会的権力・佐右衛門
とその一統の性格や村内（特に願成）における位置づけを明らかにした。 
願成の年寄役を世襲する家だった佐右衛門は、18 世紀半ば以降の絞油業への着手・水車の集積に
よって資本を蓄積し、地域における社会的権力としての内実を獲得する。分家佐五平もそれに準ずる
質地地主であるとともに、絞油業の側面では生産・運輸を担う日用層と対峙していた。 
②油・種物市場統制の特質 
 幕府による油・種物流通への統制は、一貫して公認された諸存在（大坂では油掛りの諸仲間、泉州
においては唯一絞油屋仲間）の利害に依拠して行われたこと、公認された諸集団は、集団内部の秩序
維持とともに外部への統制の「御用」を担ったことを明らかにし、これは近世身分社会に普遍的な問
題であることを指摘した。 
③諸権力による支配の性格 
 先行研究では、明和 7 年に大坂への油の供給地として位置づけられた泉州において、油方仕法の
統制のもと、個別領主支配は自律性を持ちえなかったとされた。しかし、本論文の成果からは次のよ
うな諸権力の性格・関係性がみえてきた。ⅰ大坂町奉行による油方支配は仕法自体が持つ矛盾から、
絞油屋仲間の利害に基づく警察機能と仲間法による処理に統制の実質を委ねていたこと、しかし、百
姓の再生産維持の必要から、油方仕法に基づいた絞油屋の利害追求には自ずと限界があったことを指
摘した。ⅱ泉州一橋領知・岸和田藩領を対象に、一橋領知において株仲間化以前に絞油屋の利害集団
化を促した水車稼働の公認が見られる一方、岸和田藩においては株仲間化以後に藩独自の綿実の流通
統制が行われたことを明らかにしたが、個別領主のこうした施策には、幕府の仕法との矛盾を避けつ
つ、それぞれ独自の対応がみられたことを確認した。さらにⅰとⅱの根底には、百姓の再生産維持を
基礎とした領主支配の存立を第一とする姿勢―近世社会を覆う石高制の論理―が厳存していたことを
指摘した。 
④仕法の枠組みがもたらすインパクト 
流通拠点である大坂の取引の担い手（出油屋・油問屋、絞油屋、種物問屋、油仲買など）たちも、
幕府の強力な統制政策のもとでさまざまな改変・制限を蒙ったが、それらが展開させていた取引のあ
り方を一掃することはできなかったことを指摘した。また泉州在方に即して、絞油屋自身が地域に足
場を据えた生活諸関係を構築していたこと、そこには従属・対抗関係のみでは論じきれない、また幕
府法令の従属的変数としては描けない、豊かな社会的実態が展開していたことを指摘した。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、幕藩制下で米に次ぐ重要な商品として、生産・流通統制の対象となった油（灯油用）と
その原料（菜種・綿実）について、泉州の絞油業者を軸として、その生産と流通の実態、その担い手
の形成する社会的諸関係を総合的に解明し、そこから幕府の流通統制についての通説の全面的な見直
しを図ったものである。その際、明和 7（1770）年・天保 3（1832）年に実施された大坂を中心と
して西日本の広域に及ぶ油方仕法の法的枠組みと、絞油業者と関連する諸営業者の社会的実態を突き
合わせることで新たな視野を拓いた。 
 序章では、かつて幕藩制市場構造とその解体を見通す研究のなかで取り上げられた研究を検討し、
その到達点である津田秀夫氏の議論（『封建経済政策の展開と市場構造』）は政策論に偏重しているこ
と、その政策論も幕府官僚の 19世紀前半の市場調査の理解によって過去の歴史的評価が拘束されて
いるという問題点が摘出される。さらに、それを突破する方法として、近年の都市史研究のなかで進
められた生産・流通の担い手に注目した研究、地域史の研究、それらを貫く、「法と社会」の視角の
重要性が指摘されている。こうした近年の注目すべき近世史研究を踏まえることで、地域の絞油業者
の実態を基点として、広く幕府の統制策までを見直す研究視角をつかんだことは極めて重要である。 
第Ⅰ部「大坂における流通と市場統制の変遷」では、大坂における幕府の統制政策の展開を、種
物に重点を置きながら 18 世紀から 19 世紀前半までを検討している。幕府は、畿内や西日本から大
坂への絞油原料の種物の集荷を促進し、油の生産を促進し、江戸への安定供給を意図する統制策をと
った。 
第一章「都市大坂における種物流通と市場統制の変遷」では、18世紀前半に諸産物を扱った国問屋・
船宿 300軒の中から、宝暦期に 30軒の種物問屋が編成されること、明和 7年の油方仕法では大坂の
絞油屋に加えて、摂河泉の人力・水車絞油株が免許されたが、その絞油はすべて大坂の出油屋（問屋）
に出荷すること、さらに彼らの種物直買いの範囲が規定されたが、これによって種物の大坂への集荷
の激減が予想され、種物問屋にはその補償として荷改めの機能と半口銭の取得が認められることなど
が明らかにされている。さらに、この仕法が様々な微調整を加えられながらも、天保 3 年の仕法変
えまで基本的な統制策として維持されたことを明らかにしている。種物問屋への対応などから、明和
7年令について大坂の油掛資本の特権化を志向したものという通説の誤りの指摘は的確である。また、
それを可能にした関連諸営業者の実態と利害に密着した分析は、きわめて緻密であり、新たな視野を
拓ものである。 
第二章「油の流通構造にみる「法と社会」―池田谷を起点として―」では、明和 7 年の油方仕法
によって、それ以前に展開していた生産・流通の担い手が蒙らざるを得なかった変容について、泉州
の事例に即して検討している。油問屋としての内実を持っていた堺の寄油屋は、仕法上、問屋行為を
禁止され、大坂の出油屋への荷次所として再編されたが、泉州の絞油屋（荷主）と大坂の出油屋双方
の要望で問屋としての内実を継続したことに見られるように、法的規定と社会的実態の間にズレがあ
り、当事者間で調整が図られていたことを明らかにしている。こうした実態はこれまでまったく想定
されておらず、「法と社会」の視点の有効性を示す重要な成果である。 
なお、補論「天保三年の油方仕法改正について」では、明和 7 年の油方仕法の大幅な改正が図ら
れた天保 3 年令の逐条的な検討を行っているが、そこには明和 7 年令のもつ不合理さをただす側面
があったことを確認し、「大坂油市場の特権の削減」という通説の評価の一面性を指摘しているのは
重要である。 
第Ⅱ部「池田下村における水車絞油業の展開」では、明和 7 年令で泉州にも認められた絞油株に
ついて、泉郡池田下村の水車絞油株に即して、原理的かつ実態的に解明している。 
第一章「池田下村における水車絞油株の所有と経営」では、17 世紀末から槇尾川からの用水に設
置され始める水車４輌が、同村が一橋領知となった翌年（延享 5〔1747〕年）に一橋家に運上（益銀）
を上納することで公認されたこと、明和 7 年の大坂町奉行所からの水車絞油株の設定後にも一橋家
への運上は継続し、他領とは異なる「（水車絞油）株―運上」体制が成立したことを明らかにしてい
る。その上で、絞油業者・佐五平家の史料から絞油株の売買や質入が見られ、また株主から絞油株を
借りて絞油業を営む「代稼ぎ」が見られることなど、株の内実（所有と経営の分離）を原理的に解明
している。 
 第二章「天保期における門林家一統と佐五兵衛家」では、池田下村の 4 輌の水車絞油株が、同村
年寄で豪農である佐右衛門一統（佐五平家はその分家）によって所有され続けた実態、そこでの絞油
株が売買・質入に結果した際の資金援助や代稼ぎの実態が具体的に解明されている。こうした水車絞
油株の原理的かつ実態的解明によって、社会集団レベルでは絞油屋仲間（構成員）として表れる者た
ちの内実は決して一様ではなかったことが説得的に示され、幕府の統制レベルの認識では実態を捉え
られないことが示されたことはきわめて重要である。こうした解明は「社会集団」に基礎を置く近世
身分社会の性格を考えるうえで示唆的である。 
なお、補論「山の開発の展開と水車の設置」では、池田下村の水車の設置過程を整理し、庄屋・
年寄ら村役人レベルに主導され、農業用水の支障にならないという制約の下で設置されていったこと
を明らかにしている。幕藩領主レベルの公認とは異なるレベルで、在地社会で営まれる水車絞油業は
その地域社会の再生産構造の一部に包摂されざるをえないことが具体的に示されている。これは地域
社会論としても重要な成果である。 
 明和 7 年令では、絞油株所持者に対し種物の集荷領域を国単位で設定し、その中での直買いが認
められたが、逆に言えば「無株人」（「素人」）の種物取引が厳禁されたのであった。第Ⅲ部「泉州に
おける種物の流通構造」では、絞油屋仲間レベルに視点を移し、種物の流通のあり方を「無株人」
や藩政との関係を念頭において解明している。 
 第一章「近世和泉における種物の流通構造―絞油屋仲間と「無株人」の関係分析を中心に―」で
は、各絞油屋が小買商人を「買使」として雇用し種物集荷を依頼する事例や「無株人」の種物集荷を
摘発する事例などを検討し、両者は実態としては重なることを解明している。その上に立って、泉州
の絞油屋仲間は、他者に御印札（直買証明書）を貸すこと厳禁や近在の絞油屋優先で買い取る仲間規
定を作成するなど、「無株人」の種物集荷を排除しようとするが、個別経営としてはそうした「無株
人」に依拠せざるを得ないという矛盾を摘出している。これは絞油屋仲間に依拠していた幕府の種物
流通統制の矛盾でもあったが、「法と社会」の視角による、統制に偏した通説への批判としても重要
である。 
 第二章「近世中後期、岸和田藩領の綿実流通をめぐって」では、18 世紀後末期に岸和田藩が領内
の綿実をすべて自藩内の絞油屋に独占集荷させようとした政策を検討している。岸和田藩領綿実寄家
（兼根草屋）は明和 7 年の仕法後、無株人として摘発されたが、藩の梃入れで岸和田水車の綿実買
次所に再編された。これは、領内百姓たちの手広売買を求める利害から領外絞油屋（池田谷など三谷
水車）との取引は阻止できず、頓挫した。ここから、藩の政策との関りや、「無株人」にも藩と結ぶ
有力商人から（一章で見た）零細な小買商人まで多様な存在がいたことなどを指摘しているが、幕府
法に表れる「無株人」一般で括れない実態を摘出したことは重要である。 
 第Ⅲ部に置かれた補論「近世和泉における水車絞油屋の経営と地域社会―池田下村を中心に―」は、
Ⅰ～Ⅲ部全体を池田下村の絞油屋佐五平家を基点に論じ直したものであり、終章と合せて本論文全体
の総括の意味を持っている。この補論では、和泉の農村における山の開発過程と水車の設置、その絞
油屋経営の内実と門林家一統という同族結合との関係、さらに一橋領知の池田下村の村落構造のなか
での位置、幕府仕法の中で株を認められた絞油屋仲間のあり方、その中で種物集荷を中心に絞油屋と
取引を持つ諸営業者との関係という順序で、定点となる佐五平家から幕府の流通統制全体へと広げて
いく形で、通説とは正反対の視角から総合的な歴史像を提示している。 
 終章では、これを、近世身分社会における株の特質、「無株人」（「素人」）を含む利害集団の特質、
公儀と領主支配の性格、法の枠組みと社会的実態の相互規定関係（「法と社会」の視角）など、方法
的なレベルで整理している。 
 本論文は日本近世史の研究史上において、次のような意義を指摘できる。 
１）1950～70年代に幕藩制的市場構造とその解体過程の一環として示された油の流通統制とその解
体に関する議論は、これまで確固とした通説の位置を占め続けてきたが、それは政策論に偏重した
ものであり、その理解の前提に幕府官僚の市場調査の認識があったことを示し、油の生産・流通の
実態に即して全面的な批判を行ったことは画期的成果である。 
２）それを可能としたのが、和泉国の絞油屋（佐五平家）の実態に徹底的に密着して、そこから個別
経営、それを含む同族（家）と村、株仲間など、諸営業者、政治社会レベルという諸位相を総合的
に把握した分析方法である。これにより、「法と社会」の視角からの近世身分社会の把握に学びつ
つ、それをさらに豊かにすることに成功している。 
３）その際、明和 7年の油方仕法制定以前に、水車絞油業のみならず、油の流通を担う寄油屋（問
屋）、種物の流通を担う根草屋（綿実寄屋）などが自生的に展開していたこと、また仕法統制では
「無株人」と一括された者たちのなかに、岸和田藩から認知された有力商人から零細な小前百姓ま
で多様であったことを解明しているが、これは地域市場（局地的市場）論として議論されている経
済史研究の概念的な論理枠組みを克服する意義をもつ。 
４）以上の分析は、一面では泉州泉郡の池田下村に即して、地域社会の複合的把握を行ったものであ
り、これまで地域の生産・流通の局面を十分に組み込めていなかった地域社会論の新たな発展をも
たらすものである。 
５）幕府（大坂町奉行所）の油方仕法を大枠としつつ、水車稼業という点に限定して公認した一橋家、
種物のうち綿実に限定して独自の流通統制を行った岸和田藩の事例をもとに、幕府の広域支配と個
別領主の関係を明らかにし、個別領主の支配を類型化したことは、畿内近国支配論の方向性を示す
ものとしても特筆される。 
６）本論文は、地域に残された複数の家文書、大坂の仲間関係の史料、幕府・町奉行所や藩政関係の
史料などを相互に関連させながら詳細に分析したものであり、実証性はきわめて高い。 
以上のように本論文は、膨大な史料の分析に支えられた実証的な成果であるとともに、歴史分析の
視角・方法についての多様な問題提起を含む成果でもある。 
 
以上の所見により、本論文は大阪市立大学博士（文学）の学位を授与するに値するものと認められ
る。 
 
 
